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運用報告書（全体版） 

追加型・公社債証券投資信託
（５月設定） 

公社債投信（５月号） 

 

 
 

第58期（決算日：2019年５月20日） 
 

 

 

受益者のみなさまへ 
 

平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、お手持ちの「追加型・公社債証券投資信託（５

月設定）」は、去る５月20日に第58期の決算を行いま

した。ここに謹んで運用状況をご報告申し上げます。 

今後とも引き続きお引き立て賜りますようお願い

申し上げます。 

 

当ファンドの仕組みは次の通りです。 

商品分類 追加型投信／国内／債券 

信託期間 無期限（1961年５月24日設定） 

運用方針 

わが国の公社債および公社債投信マザーファ
ンド受益証券へ投資し、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ
短期をベンチマークとして、利子等収益の確
保および売買益の獲得をめざします。 

主要運用対象 

ベ ビ ー
ファンド 

わが国の公社債および公社債投
信マザーファンド受益証券を主
要投資対象とします。 

マ ザ ー
ファンド 

わが国の公社債を主要投資対象
とします。 

主な組入制限 

ベ ビ ー
ファンド 

外貨建資産への投資は行いません。 

マ ザ ー
ファンド 

外貨建資産への投資は行いません。 

分配方針 
毎決算時に、運用収益（純資産総額が当該元
本の額（１万口当たり１万円）を超過する額）
の全額を分配します。 

※ 当ファンドは、課税上、公社債投資信託として取り扱われます。 
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追加型・公社債証券投資信託（５月設定）

本資料 の表記にあたって  

・原則として、各表の数量、金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しておりますので、表中の個々の数字の合
計が合計欄の値とは一致しないことがあります。ただし、単位未満の数値については小数を表記する場合があります。 

・－印は組入れまたは売買がないことを示しています。 

 

○最近３期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ短期 

債   券 
組 入 比 率 

債   券 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

 
期 中 
騰 落 率 

 円 円 銭 ％  ％ ％ ％ 百万円 

56期(2017年５月22日) 10,000 15.68 0.2 236.12 △0.2 98.5 － 417 

57期(2018年５月21日) 10,000 19.43 0.2 235.77 △0.1 98.8 － 409 

58期(2019年５月20日) 9,987 0.00 △0.1 235.69 △0.0 97.6 － 405 
 

（注） 基準価額の騰落率は分配金込み。 

（注） ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ短期とは、野村證券株式会社が発表しているわが国の残存期間１年から３年の債券で構成されている債券パ

フォーマンスインデックスで、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合のサブインデックスです。当該指数の知的財産権およびその他一切の権利は

同社に帰属します。なお、同社は、当該指数の正確性、完全性、信頼性、有用性、市場性、商品性および適合性を保証するものではな

く、当該指数を用いて運用されるファンドの運用成果等に関して一切責任を負いません。 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「債券組入比率」、「債券先物比率」は実質比率を記載しております。 

（注） 「債券先物比率」は買建比率－売建比率。 
 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ短期 債   券 

組 入 比 率 
債   券 
先 物 比 率  騰 落 率  騰 落 率 

(期  首) 円 ％  ％ ％ ％ 

2018年５月21日 10,000 － 235.77 － 98.8 － 

５月末 9,987 △0.1 235.82 0.0 94.7 － 

６月末 9,989 △0.1 235.73 △0.0 98.2 － 

７月末 9,991 △0.1 235.69 △0.0 96.7 － 

８月末 9,988 △0.1 235.65 △0.1 97.9 － 

９月末 9,986 △0.1 235.64 △0.1 97.9 － 

10月末 9,992 △0.1 235.71 △0.0 98.1 － 

11月末 9,988 △0.1 235.71 △0.0 95.0 － 

12月末 9,985 △0.2 235.75 △0.0 96.5 － 

2019年１月末 9,982 △0.2 235.80 0.0 99.0 － 

２月末 9,985 △0.2 235.73 △0.0 97.0 － 

３月末 9,990 △0.1 235.82 0.0 98.3 － 

４月末 9,988 △0.1 235.70 △0.0 98.6 － 

(期  末)       

2019年５月20日 9,987 △0.1 235.69 △0.0 97.6 － 
 

（注） 騰落率は期首比。 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「債券組入比率」、「債券先物比率」は実質比率を記載しております。 

（注） 「債券先物比率」は買建比率－売建比率。 
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追加型・公社債証券投資信託（５月設定）

運用経過
第58期：2018年５月22日～2019年５月20日

当期中の基準価額等の推移について

基準価額等の推移

※分配金再投資基準価額は、分配金が支払われた場合、収益分配金
（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、
ファンドの運用の実質的なパフォーマンスを示すものです。
※実際のファンドにおいては、分配金を再投資するかどうかについ
ては、受益者のみなさまがご利用のコースにより異なります。ま
た、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。従って、
各個人の受益者のみなさまの損益の状況を示すものではない点に
ご留意ください。

第 58 期 首 10,000円
第 58 期 末 9,987円
既払分配金 0円
騰 落 率 －0.1％

（円） （百万円）

2018/５/21
9,970

9,980

9,990

10,000

10,010

0

2,000

4,000

6,000

8,000

2018/９/11 2019/１/15 2019/５/17

純資産総額：右目盛 基準価額：左目盛

ベンチマーク：左目盛

追加型・公社債証券投資信託（５月設定）
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追加型・公社債証券投資信託（５月設定）

債券利子収入を享受したほか、中短期ゾーンの国内金利がマイナ
スで推移するなか、プラス利回りの一般債を多く保有したことな
どが基準価額の上昇要因となりました。

上昇要因

基準価額の主な変動要因

基準価額は期首に比べ0.1％下落しました。
基準価額の動き

ファンドの騰落率は、ベンチマークの騰落率（－0.0％）を0.1％
下回りました。

ベンチマークとの差異

一部の保有銘柄の価格が下落したことや信託報酬等のコストなど
が基準価額の下落要因となりました。

下落要因

追加型・公社債証券投資信託（５月設定）
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追加型・公社債証券投資信託（５月設定）

第58期：2018年５月22日～2019年５月20日

投資環境について
国内金利は、期初から2018年10月ごろまで需給の緩みにより上昇基調で推移しました。その後
期末にかけて需給の引き締まりにより低下し、前期末比低下した水準で期末を迎えました。こう
したなか、一般債の国債とのスプレッド（利回り格差）は、日銀の社債買入オペや投資家の資金
余剰感などにより概ね良好な投資環境であったものの、英国の欧州連合（ＥＵ）からの離脱の行
方に対する懸念などから円建外債の一部銘柄などで拡大し、全体としても拡大しました。

当該投資信託のポートフォリオについて

追加型・公社債証券投資信託（５月設定）
主要投資対象である公社債投信マザーファンド受益証券への投資を通じて、わが国の安全性
の高い公社債を高位に組み入れた運用を行いました。プラス利回りの一般債保有にて利子等
収益の確保などしましたが、一部の保有円建外債の価格が下落したことや信託報酬等のコス
トなどが影響し、基準価額は下落しました。

公社債投信マザーファンド
基準価額は期首に比べ小幅上昇となりました。
組入比率
期を通じて高位組み入れを維持しました。
債券種別構成
国内金利の低位安定推移を見込み、利回り向上の観点から一般債をオーバーウェイトとしま
した。
デュレーション（平均回収期間や金利感応度）
日銀の緩和的スタンス継続から、デュレーションをベンチマーク対比長めで調整していまし
たが、2019年３月にベンチマーク並みとしました。
残存期間構成
利回り向上の観点から中期ゾーンをオーバーウェイトとしました。

追加型・公社債証券投資信託（５月設定）
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追加型・公社債証券投資信託（５月設定）

当該投資信託のベンチマークとの差異について

（％）

2018/５/21 ～ 2019/５/20
－0.2

－0.1

0.0
ファンド ベンチマーク

基準価額（ベビーファンド）と
ベンチマークの対比（騰落率）

追加型・公社債証券投資信託（５月設定）
当期の基準価額騰落率はベンチマークであるＮＯＭＵ
ＲＡ－ＢＰＩ短期を0.1％下回りました。実質的な運
用を行っているマザーファンドの騰落率はベンチマー
クをわずかに上回っており、主に信託報酬等のコスト
が要因です。

公社債投信マザーファンド
ファンドの騰落率は、ベンチマークであるＮＯＭＵＲ
Ａ－ＢＰＩ短期をわずかに上回りました。
この主な要因は、次の通りです。
プラス要因
債券種別構成
国内金利の中短期ゾーンがマイナスで推移するなか、
プラス利回りの一般債をベンチマーク対比でオーバー
ウェイトとしていたこと。
マイナス要因
個別銘柄選択
円建外債など保有銘柄のスプレッドが拡大したこと。

分配金について
当期の収益分配金につきましては、当ファンドの分配方針に基づきまして見送らせていただきま
した。

追加型・公社債証券投資信託（５月設定）
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追加型・公社債証券投資信託（５月設定）

今後の運用方針（作成対象期間末での見解です。）

追加型・公社債証券投資信託（５月設定）
今後の運用方針
公社債投信マザーファンド受益証券の組入比率を高位に保ち、マザーファンドのポートフォ
リオの構成に近づけた状態を維持する方針です。

公社債投信マザーファンド
運用環境の見通し
設備投資は企業収益が良好な水準を維持する中、増加傾向にあります。また、輸出・生産も
海外経済の緩やかな成長を背景に増加していますが、足もとでは弱めの動きとなっています。
しかし、個人消費が盛り上がりに欠けることから、本邦景気の拡大は緩やかなものになると
思われます。
日銀は2018年７月末の金融政策決定会合にて、政策金利のフォワードガイダンスを導入す
ることにより「物価安定の目標」の実現に対するコミットメントを強めるとともに、「長短
金利操作付き量的・質的金融緩和」の持続性を強化する措置を決定しました。また、2019
年４月の金融政策決定会合では、少なくとも2020年春頃まで、現在のきわめて低い長短金
利の水準を維持する、と強力な金融緩和を粘り強く続けていくとの方針を明確に示しました。
中短期金利は引き続き低位での推移を想定します。
国内一般債のスプレッドについては、日銀の社債買入オペや投資家の資金余剰感などによる
概ね良好な需給環境を背景に概ね横ばい圏で推移し、引き続き一般債は国債と異なりプラス
利回りを維持できると予想します。

今後の運用方針
安定した利子収益確保をめざし、債券組入比率は引き続き高位に維持する方針です。
ファンド全体のデュレーションは、中短期ゾーンの金利が低位で推移すると判断し、ベンチ
マーク並みを基本に調整する方針です。
債券種別構成は、流動性や銘柄分散に留意しつつ、一般債の組入比率をベンチマーク比高め
に維持します。

追加型・公社債証券投資信託（５月設定）
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追加型・公社債証券投資信託（５月設定）

2018年５月22日～2019年５月20日

１万口当たりの費用明細

（注） 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を
含む）は、追加・解約により受益権口数に変動が
あるため、簡便法により算出した結果です。

（注） 各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してありま
す。

（注） その他費用は、このファンドが組み入れている親
投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに対
応するものを含みます。

（注） 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円
未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除し
て100を乗じたもので、項目ごとに小数第３位未
満は四捨五入してあります。

項目
当期

項目の概要
金額（円） 比率（％）

(ａ)信 託 報 酬 15 0.150 (ａ)信託報酬＝１万口当たり元本×信託報酬率×（期中の日数÷年間日数）

( 投 信 会 社 ) ( 4) (0.038) ファンドの運用・調査、受託会社への運用指図、基準価額の算出、目論見書等の作成等の対価
( 販 売 会 社 ) (10) (0.101) 交付運用報告書等各種書類の送付、顧客口座の管理、購入後の情報提供等の対価
( 受 託 会 社 ) ( 1) (0.011) ファンドの財産の保管および管理、委託会社からの運用指図の実行等の対価

(ｂ)そ の 他 費 用 0  0.003  (ｂ)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数

( 監 査 費 用 ) ( 0) (0.003) ファンドの決算時等に監査法人から監査を受けるための費用

合　　計 15  0.153  

期中の平均基準価額は、9,988円です。

追加型・公社債証券投資信託（５月設定）
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追加型・公社債証券投資信託（５月設定）

（参考情報）
■総経費率
当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有
価証券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じ
た数で除した総経費率（年率）は0.15％です。

（注） 費用は、１万口当たりの費用明細において用いた
簡便法により算出したものです。

（注） 各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手
数料及び有価証券取引税を含みません。

（注） 各比率は、年率換算した値です。
（注） 前記の前提条件で算出したものです。このため、

これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生
した費用の比率とは異なります。

運用管理費用（受託会社）
0.01％

その他費用
0.00％

運用管理費用（販売会社）
0.10％

運用管理費用（投信会社）
0.04％

総経費率
0.15％

追加型・公社債証券投資信託（５月設定）
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追加型・公社債証券投資信託（５月設定）

○売買及び取引の状況 (2018年５月22日～2019年５月20日) 

 

銘 柄 
設 定 解 約 

口 数 金 額 口 数 金 額 
 千口 千円 千口 千円 
公社債投信マザーファンド 994 1,089 4,417 4,837 

 
 
 

○利害関係人との取引状況等 (2018年５月22日～2019年５月20日) 

 

＜追加型・公社債証券投資信託（５月設定）公社債投信（５月号）＞ 

 該当事項はございません。 

 

＜公社債投信マザーファンド＞ 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
公社債 5,819 501 8.6 5,107 198 3.9 

平均保有割合 4.6%       
 
※平均保有割合とは、親投資信託の残存口数の合計に対する当該ベビーファンドの親投資信託所有口数の割合。 

（注） 公社債には現先などによるものを含みません。 

 

 

＜公社債投信マザーファンド＞ 

種       類 買 付 額 売 付 額 当 期 末 保 有 額 

 百万円 百万円 百万円 
公社債 809 502 1,117 

 
 
 

 

＜公社債投信マザーファンド＞ 

種     類 買 付 額 

 百万円 
公社債 2,000 

 
 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは三菱
ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券、三菱ＵＦＪリース、アコム、日立キャピタルです。 
 

親投資信託受益証券の設定、解約状況 

利害関係人との取引状況 

利害関係人の発行する有価証券等 
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追加型・公社債証券投資信託（５月設定）

○組入資産の明細 (2019年５月20日現在) 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

公社債投信マザーファンド 372,354 368,931 404,385 
 
 
 

○投資信託財産の構成 (2019年５月20日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

公社債投信マザーファンド 404,385 99.6 

コール・ローン等、その他 1,669 0.4 

投資信託財産総額 406,054 100.0 
 
 
 
  

親投資信託残高 
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追加型・公社債証券投資信託（５月設定）

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2019年５月20日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 406,054,063   

 コール・ローン等 1,626,367   

 公社債投信マザーファンド(評価額) 404,385,807   

 未収入金 41,889   

(B) 負債 661,377   

 未払解約金 40,107   

 未払信託報酬 609,947   

 未払利息 2   

 その他未払費用 11,321   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 405,392,686   

 元本 405,900,763   

 次期繰越損益金 △    508,077   

(D) 受益権総口数 405,900,763口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 9,987円 
 
＜注記事項＞ 

①期首元本額 409,146,172円 

期中追加設定元本額 992,449円 

期中一部解約元本額 4,237,858円 

また、１口当たり純資産額は、期末0.9987円です。 

 

○損益の状況 (2018年５月22日～2019年５月20日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 受取利息等収益 △    699   

 支払利息 △    699   

(B) 有価証券売買損益 108,204   

 売買益 147,732   

 売買損 △ 39,528   

(C) 信託報酬等 △621,268   

(D) 当期利益(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △513,763   

(E) 前期繰越損益金 9,246   

(F) 追加信託差損益金 △  8,943   

(G) 解約差損益金 5,383   

(H) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) △508,077   

(I) 収益分配金 0   

 次期繰越損益金(Ｈ＋Ｉ) △508,077   
 

（注） (B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。

（注） (F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設

定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 

（注） (G)解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価額

を差し引いた差額分をいいます。 

 

②純資産総額が元本額を下回っており、その差額は508,077円です。 

③分配金の計算過程 

決算期末における運用収益（純資産総額の元本超過額）の全額を分配金額としております。ただし、分配金額は１万口当たりの分配金単価

を銭未満で切捨てて算出しているため、若干の繰越金を生じます。 

第58期 

計算期間末における純資産総額の元本超過額はなかったので当期に分配した金額はありません。 

 

＊三菱ＵＦＪ国際投信では本資料のほかに当ファンドに関する情報等の開示を行っている場合があります。詳しくは、取り扱い販売会社に

お問い合わせいただくか、当社ホームページ（https://www.am.mufg.jp/）をご覧ください。 

 
［ お 知 ら せ ］ 

個人受益者は、収益分配金ならびに解約時および償還時の差益（譲渡益）に対し、20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％、地方

税５％）の税率で課税されます。法人受益者は15.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％）の税率で源泉徴収されます。 
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